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講演題目 

本学設置の自立型防災通信ステーションの学外向けの通信機能強化に関する研究 

研究の目的、成果及び今後の展望 
日本は地理的に見て地震が起こりやすい場所にあり、2011 年 3 月に起きた東日本大震災では、広

範囲で停電が起き、地震の揺れや津波などによる建物や人的な被害が大きかった。さらに、南海トラ

フ巨大地震や首都直下地震の発生が懸念されている。南海トラフ巨大地震が起きた場合、非常に広範

囲にわたって被害を受け、静岡県でも長時間の停電と通信の途絶が起きる可能性が高い。そのため、

本学において、大規模災害への備えと研究のために自立型防災通信ステーションを開発し、実運用を

行ってきた。自立型防災通信ステーションは、太陽電池や LP ガス発電機などの自前の電源、衛星イ

ンターネット通信や無線 LAN アクセス環境を備えている。2014 年 3 月にベースシステムの運用を開

始し、最初は太陽電池とバッテリー、衛星インターネット IPSTAR の接続装置の組み合わせであった

が、衛星インターネット回線を冗長化するためにスカパーJSAT の Exbird の接続装置の追加、LP ガ

ス発電装置の追加などの機器の拡張を行ってきた。2022 年度には、スカパーJSAT の Exbird の旧サ

ービスが終了するため、スカパーJSAT の Exbird の新サービスに対応するパラボラアンテナや接続

装置の導入を行った。 
本研究で開発と運用を続けている自立型防災通信ステーションでは、2 種類の衛星インターネット

接続装置を備えているが、どちらも静止軌道の通信衛星を使っているため、地上からの距離が遠くな

り、通信速度が遅く、通信の遅延も大きい。しかし、通信の安定性という面では、比較的優れている。 
アメリカ合衆国の民間企業スペース X 社が多数の低軌道衛星を使った Starlink という衛星ブロー

ドバンド通信サービスを始め、2022 年末から日本国内でも利用を開始し、2023 年に入ってから静岡

県内もサービス利用エリアに含まれるようになった。そこで、Starlink の RV プランでの機材を導入

して、大学内で場所を変えながら通信テストを実施した。静止衛星を使った衛星通信サービスに比べ

て、Starlink は電源投入から通信可能になる時間が長いが、通信できるようになる通信速度は圧倒的

に早く、通信の遅延も少ない。しかし、通信のログを確認してみると、時々通信が途絶えている時間

が発生している。これは、設置場所などにより変わってくると思われるが、Starlink 用の低軌道の通

信衛星の数がまだ十分とは言えないため、当面は短い時間の通信断が発生すると思われる。そこで、

静止衛星を使った衛星インターネットと低軌道衛星を使った Starlink を組み合わせて使うことによ

り、より堅固なインターネット接続が確保できると思われる。2022 年度の防災訓練の際にも自立型

防災通信ステーションの衛星インターネットを利用した情報発信訓練も実施した。 

 


